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　　　　　先月に続いて住宅借入金等特別控除（以 
　　　　下「控除」といいます。）についてのご質問
ですね。先月号のご質問では、控除の適用を受けて
いた人が転勤で12月31日まで住まなくなったときの
ご質問でしたが、今月号のご質問は全く住まない場
合のご質問ですね。
　控除の適用を受けるためには、住宅ローン等に関
する要件、取得等に関する要件、マイホームに関す
る要件、取得する人の所得に関する要件など様々な
要件があり、これら全ての要件を充たした場合に控
除の適用を受けることができます。
　今回のご質問の場合は、これらの要件のうち、「①
住宅ローン等を利用してマイホームの取得等をした
人が、②その取得等の日から6か月以内にその取得
等した家屋に居住開始し、③その適用を受けようと
する年の12月31日まで引き続き居住している。」と
いう要件を充たしているかどうかが問題となります。
　住宅の完成前の転勤によって新築したマイホーム
に全く住むことができないので、上記②の「取得等
の日から6か月以内にその家屋に入居し、その年の
12月31日まで引き続き居住する。」とういう要件に
該当しないことになるため、原則として、控除の適
用は受けられないことになります。
　しかし、ご質問の場合のように転勤等のやむを得
ない事情により、マイホームの取得者が取得したマ
イホームに全く住めない場合の控除の適用について
は、次のように取り扱われています。

１．単身赴任の場合

　マイホームの取得者が、転勤・転地療養その他の
やむを得ない事情により、配偶者や子供さんなど生
計を一にするご家族等と日常の起居を共にしない場
合で、
⑴そのマイホームの取得等の日から6か月以内にそ 
　のマイホームに生計を一にするご家族等が入居し、 
　その後も引き続き入居しており、
⑵そのやむを得ない事情が解消した後はマイホーム 
　の取得者がご家族等と一緒にそのマイホームに居 
　住すると認められる
場合には、控除の適用を受けることができます。
　なお、控除の適用を受けるためには、居住開始し
た日の属する年の翌年3月15日までに必要書類を添
付して確定申告をする必要があります。

２．家族等も転勤先に転居する場合

　ご家族全員で転勤先に行かれて取得等したマイ
ホームに住まないような場合に、転勤等のやむを得
ない事情が解消した後にそのマイホームに所有者と
ご家族等が一緒にお住みになられても、残念ながら
控除の適用を受けることはできません。

　より詳しくお知りになりたい方は、武蔵野銀行各
支店の窓口またはぶぎん地域経済研究所へお尋ねく
ださい。

「物                       価 目 標 ２ ％」 と い う 言 葉 に 聞 き 覚 え 

のある方は多いと思う。デフレ脱却に向

けて、消費者物価の対前年比が安定的に＋２％に

なるまで、日銀は強力な金融緩和政策を継続する

という意味である。国民としては物価だけが上

がっては困るが、「物価は経済の体温計」と言われ

る通り、経済活動が活発化し、需給が引き締まっ

て、物価も賃金も上がる姿を前提としている。

　この政策目標が導入された2013年１月以降、景

気は順調に改善してきた一方で、物価は、消費増税

の影響を除けば概ね０～１％程度の上昇にとどまっ

ている。その背景には、過去の長期にわたる低成長

やデフレの経験が根強く残っており、物価は上がら

ないことを前提に、企業は価格の維持に努め、消費

者は１円でも安い物を追い求めているという事情が

ある。

物                                  価と密接な関係にあるのが、賃金の動きであ

る。６年に及ぶ好景気の下で、企業の人手不

足感はますます深刻になっている。しかし、その割

には、賃金の上がり方はかなり緩やかである。な

ぜ、人手不足なのに賃金が上がらないのか、今日の

日本経済を巡る大きな論点となっている。

　問題は今後の賃金の見通しである。一方では、近

い将来、賃金は本格的に上昇し始めるという見方が

ある。開発経済学に「ルイスの転換点」という知見

がある。工業化に伴い労働需要が急増しても、農村

から新たな労働力の流入が続く間は賃金が上昇しな

いが、流入が底を付いたとき、それまでとは不連続

に賃金は上昇し始めるという経験則である。近年の

日本では、女性や高齢者の新規労働参入が驚くほど

活発な状況が続いている。しかし、この参入が近々

限界に達するとともに、賃金は本格的に上昇を始め

るという見立てである。

　他方で、現状のままでは、賃金の上昇余地は小さ

いとの見方もある。企業は、生産・販売の増加に対

して、ここまで専ら女性や高齢者の採用など労働投

入量の増加で対応してきた。この間、労働生産性を

みると、とくにここ２～3年は、サービス関連分野

を筆頭に、残念ながらほとんど上昇していない。し

たがって、企業は、雇用人員の増加に伴い人件費の

総額を増加させざるを得ないが、労働者１人当たり

の賃金を引き上げる余地はない状況に直面している

という見立てである。

ただ、いずれにせよ、物価目標２％の達成には

相当な時間が必要と言わざるを得ない。そも

そも、現状の潜在成長率１％の下での物価目標２％

は、いかにもバランスが悪い。勿論、石油ショック

のような望ましくない事態は論外としての話だ。こ

の目標の実現に向けては、画期的な技術革新や人材

開発・組織変革を通じて、次なる高成長の時代を築

く必要がある。

　では、次の高成長を迎えるまでの間、物価目標は

引き下げるべきか？　答えはNOだと言いたい。主要

先進国の物価目標はいずれも２％。その中で、日本

だけが２％目標の旗を降ろせば、強い為替円高圧力

が働き、国内の景気下押しや更なる産業空洞化を招

くリスクが大きいからである。ただし、これを公言

すれば、為替操作国として海外から非難を受ける。

　日本経済の舵取りは難しい局面に入ってきた。真剣

な議論と国民の理解が一段と求められる局面である。

　　　私は、本年末の完成予定で埼玉県内にマイホームを新築中ですが、本年 7 月 1 日付で九州支社に
転勤することになったため、新築のマイホームに住むことができません。九州支社の勤務は３年間で、
その後は東京本社に戻ることになっているので、戻った後はこの新築マイホームに住む予定です。住宅
ローンを利用していますが住宅借入金等特別控除を受けることはできないのでしょうか。
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